
２０１９年度株式分布状況調査の調査結果について
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【特徴点】

１.個人株主数は、前年度比１９９万人増加して５，６７２万人となった。

２０１９年度の全国４証券取引所上場会社（調査対象会社数：３,７８９社）の株主数合計（延べ

人数、（注）参照）は、前年度比１９９万人増加して５,８１８万人となった。また、全体の９７．５％

を占める個人株主数は、前年度比１９９万人増加して５,６７２万人となり、６年連続で増加するこ

ととなった。（表１・２、図１）

図２において２０１９年度の個人株主数の増減要因についてみてみると、上場廃止会社の影響で

約３６万人減少する一方、新規上場会社で２４万人増加、株式分割・売買単位引下げ実施会社（以

下、「投資単位引下げ等実施会社」という。）で３６万人増加、その他の会社で１７４万人増加と

なっており、その結果、今年度の個人株主数は１９９万人の増加となった。

（注）本調査における株主数の集計においては、上場会社間の名寄せができないため、各上場会社の株主

数を単純に合算した「延べ人数」を用いている。具体例で説明すると、ある個人株主が１人で１０銘

柄を保有している場合に、全体の集計値の算出において、1 人の株主が複数銘柄保有していること

が認識できないため、各銘柄の株主数を単純に合算することとなり、結果として個人株主数１０名

としてカウントしている。

２．投資部門別株式保有金額は、すべての区分において前年度比マイナスとなった。

表３において２０１９年度末（２０２０年３月末）の全投資部門における株式保有金額（調査対

象会社３,７８９社の時価総額）は、前年度比７３兆６，０６６億円減（－１１．８％）の５４８兆

４，４６１億円となった。投資部門別でみると、すべての区分において前年度比マイナスとなり、

主な投資部門の動向をみると、外国法人等がマイナス１８兆８，２６８億円、個人・その他がマイ

ナス１６兆５，４６６億円、信託銀行がマイナス１４兆３，６６９億円、事業法人等がマイナス

１２兆４，８７０億円となっている（表３・４、図３・４）。



３．外国法人等の株式保有比率は、プラス０．５ポイントの２９．６％となり、２年連続で３０％

を割る状況となった。

外国法人等の株式保有比率は、前年度比プラス０．５ポイントの２９．６％となり、２年連続で

３０％を割る状況となった（表３・４、図３・４）。

海外投資家の投資部門別売買状況（表５）をみると、２０１９年度は９，３４６億円の売越しと

なり、３年連続の売越しとなった。月別にみると、２０１９年４月から２０２０年２月までは累計

で１兆２，６３７億円の買越しとなっていたものの、２０２０年３月に２兆１，９８１億円の売越

しとなった結果、年度合計では売越しに転じることとなった。

表６は、業種別に外国法人等の株式保有比率の増減と株価指数騰落率（東証一部、前年度末比）

を並べた状況であるが、保有比率においては３３業種中２０業種で減少する結果となった。

４．個人・その他の株式保有金額は、９０兆４，１１５億円（前年度比－１６兆５，４６６億円）

となった。

個人・その他の株式保有金額は、前年度比１６兆５，４６６億円マイナスの９０兆４，１１５億

円となり（表３、図３）、３年ぶりに１００兆円台を割ることとなった。株式保有比率ベースでは、

前年度比マイナス０．７ポイントの１６．５％となった。（表４、図４）

個人の投資部門別売買状況（表７）をみると、年度合計では１兆８，９６３億円の売越しとなり、

２００９年度以降１１年連続である。月別にみると、２０１９年１２月までは、３兆５，６１２億

円の売越しであったものの、２０２０年１月から３月にかけては１兆６，６４８億円の買越しと

なった結果、年度合計での売越しは１兆８，９６３億円となった。

表８は、業種別に個人・その他の株式保有比率の増減と株価指数騰落率を並べた状況であるが、

３３業種中２２業種で保有比率が上昇する結果となっている。

５．信託銀行の株式保有比率は、プラス０．２ポイントの２１．７％となり、調査開始以来、過

去最高となった。

信託銀行の株式保有比率は、前年度比プラス０.２ポイントの２１．７％で６年連続の上昇となり、

調査開始以来、過去最高となった。（表３・４、図３・４）。

信託銀行の投資部門別売買状況（表９）をみると、２０１９年度は小幅ながらも１，７８５億円

の買越しとなり、６年連続の買越しとなった。月別にみると、２０１９年４月から２０２０年２月

までの累計では５，６４７億円の売越しとなっていたものの、２０２０年３月に７，４３２億円と

なった結果、年度合計では買越しに転じることとなった。



６．事業法人等の株式保有金額は、１２２兆１，９０８億円（前年度比－１２兆４，８７０億円）と

なった。

事業法人等の株式保有金額は、前年度比１２兆４，８７０億円マイナスの１２２兆１，９０８億

円となった。一方、株式保有比率は、プラス０．６ポイントの２２．３％となった（表３・４、図

３・４）。金額ベースでは前年度比マイナスであったものの、個人・その他の株式保有比率が０．７

ポイント低下した影響を受け、株式保有比率ベースでは相対的に上昇したものと推測される。

事業法人等の投資部門別売買状況（表１１）をみると、年度合計では５兆１，３３６億円の買越

しとなった。２００４年度以来１６年連続の買越しとなり、また、５兆円を超える規模は過去最高

という状況であった。

なお、自己株式は、保有する会社が属する投資部門に合算しているが、大部分は事業法人等にカ

ウントされ、今年度は合計で２２兆１，５５０億円（前年度比－２，９１８億円）、保有比率は

４．０４％（前年度比＋０.４３ポイント）となっている。
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【凡  例】

１. 掲載数値の端数処理は、実数値については切捨て、構成比及び増減率といった比率の数値

については四捨五入としている。

２. 表中の記号の用法は、次のとおりである。

「０」  単位未満

「－」  皆無又は該当数字なし

「△」  負又は減少

３. 時系列に記載されたデータにおいて、集計対象の変更等により前後の数値の連続性が損な

われている場合には、当該数値の間に実線を引いて表示し、その具体的内容を脚注に記載

している。

４. 業種については、2020年3月31日時点の所属業種で分類している。

５. 会社名は、2020年3月31日時点の商号で表記している。
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表１　所有者別株主数

年            度 2018 2019 増減[増減率] 構成比増減

会　社　数 (社) 3,735 3,789 54 -

人 ％ 人 ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 56,190,575 100.0)  ( 58,181,824 100.0)  ( 1,991,249    3.5]  [   -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 1,330 0.0)  (  1,341 0.0)  (  11           0.8]  [   0.0       

② 金 融 機 関 97,532 0.2)  (  96,380 0.2)  (  1,152  △    1.2]  [△ 0.0       

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 15,513 0.0)  (  14,448 0.0)  (  1,065  △    6.9]  [△ 0.0       

ｂ 信 託 銀 行 41,496 0.1)  (  41,643 0.1)  (  147          0.4]  [   0.0       

  (ａ+ｂのうち投資信託) 10,594 0.0)  (  10,706 0.0)  (  112          1.1]  [   0.0       

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 11,140 0.0)  (  11,295 0.0)  (  155          1.4]  [   0.0       

ｃ 生 命 保 険 会 社 19,516 0.0)  (  20,058 0.0)  (  542          2.8]  [   0.0       

ｄ 損 害 保 険 会 社 4,043 0.0)  (  3,847 0.0)  (  196  △      4.8]  [△ 0.0       

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 16,964 0.0)  (  16,384 0.0)  (  580  △      3.4]  [△ 0.0       

③ 証 券 会 社 90,643 0.2)  (  87,426 0.2)  (  3,217  △    3.5]  [△ 0.0       

④ 事 業 法 人 等 763,759 1.4)  (  759,125 1.3)  (  4,634  △    0.6]  [△ 0.1    △ 

⑤ 外 国 法 人 等 500,383 0.9)  (  510,419 0.9)  (  10,036       2.0]  [   0.0       

⑥ 個 人 ・ そ の 他 54,736,928 97.4)  ( 56,727,133 97.5)  ( 1,990,205    3.6]  [   0.1       

（注）１．株主数は、上場会社間の名寄せを行うことができないため、各上場会社の株主数を単純に合算した「延べ人数」を用いている。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載のとおり、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

       公的年金の運用分については含まれていない。

      ３．上場会社の自己名義分は、各社が属する所有者区分に含まれる。2019年度の自己名義株式所有会社数は3,444社となっている。
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（注） １．1985年度以降は単位（現在は単元）数ベース。

２．2004年度から2009年度まではJASDAQ証券取引所上場会社分を含み、2010年度以降は大阪証券取引所または

東京証券取引所におけるJASDAQ市場分として含む。
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表２　個人株主数（延べ人数）の推移

人 人 社 社

2005 40,823,376 3,262,659 3,783 425 株式分割・売買単位引下げ実施会社+137万人

2006 42,319,427 1,496,051 3,885 327 株式分割・売買単位引下げ実施会社+102万人

2007 42,911,279 591,852 3,897 129

2008 44,819,387 1,908,108 3,803 49 相場下落時に個人の買付けが相当程度あったものと推測

2009 44,794,800 24,587 △   3,694 91

2010 45,919,282 1,124,482 3,616 75 新規上場会社+144万人（第一生命保険など）

2011 45,918,313 969 △      3,554 96

2012 45,967,310 48,997 3,540 96

2013 45,754,089 213,221 △  3,525 231

2014 45,821,320 67,231 3,565 231

2015 49,446,389 3,625,069 3,613 221 新規上場会社+172万人（日本郵政グループ3社など）

2016 49,677,178 230,789 3,636 244

2017 51,299,952 1,622,774 3,687 426

2018 54,736,928 3,436,976 3,735 320 新規上場会社+126万人（ソフトバンクなど）

2019 56,727,133 1,990,205 3,789 136

(注) 2009年度まではJASDAQ証券取引所上場会社分を含み、2010年度以降は大阪証券取引所または東京証券取引所における

　 　JASDAQ市場分として含む。
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図２ 個人株主数（延べ人数）増減の要因分析

新規上場会社

分割・売買単位引下げ実施会社

上場廃止会社

その他の会社

万人

個人株主増減数推移

174.3万人

35.9万人

24.2万人

36.4万人

万人

年度

要因 定義

新規上場会社 当該調査年度にはじめて調査対象会社となった上場会社

株式分割・売買単位

引下げ実施会社

当該調査年度中に効力発生日を迎えた、1:1.5以上の株式分割及び

売買単位の引下げを行った会社（新規上場会社は除く）

その他の会社
新規上場会社及び株式分割・売買単位引下げ実施会社のいずれにも

該当しない調査対象会社

上場廃止会社
当該調査対象年度中に上場廃止となった会社（前年度の個人株主数

を集計）
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表３　投資部門別株式保有状況

年            度 2018 2019       増減額[増減率] 保有比率増減

会　社　数 (社) 3,735 3,789 54 -

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 6,220,527 100.0)  ( 5,484,461 100.0)  ( 736,066  △   11.8]  [△ -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 9,543 0.2)  (  7,546 0.1)  (  1,996  △     20.9]  [△ 0.1     △  

② 金 融 機 関 1,838,301 29.6)  ( 1,615,513 29.5)  ( 222,788  △   12.1]  [△ 0.1     △  

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 193,759 3.1)  (  158,336 2.9)  (  35,423  △    18.3]  [△ 0.2     △  

ｂ 信 託 銀 行 1,335,118 21.5)  ( 1,191,448 21.7)  ( 143,669  △   10.8]  [△ 0.2         

  (ａ+ｂのうち投資信託) 521,650 8.4)  (  475,991 8.7)  (  45,659  △    8.8]  [△ 0.3         

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 69,879 1.1)  (  56,729 1.0)  (  13,150  △    18.8]  [△ 0.1     △  

ｃ 生 命 保 険 会 社 199,984 3.2)  (  173,119 3.2)  (  26,865  △    13.4]  [△ 0.0         

ｄ 損 害 保 険 会 社 64,793 1.0)  (  52,591 1.0)  (  12,202  △    18.8]  [△ 0.0         

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 44,645 0.7)  (  40,017 0.7)  (  4,627  △     10.4]  [△ 0.0         

③ 証 券 会 社 143,880 2.3)  (  111,205 2.0)  (  32,675  △    22.7]  [△ 0.3     △  

④ 事 業 法 人 等 1,346,779 21.7)  ( 1,221,908 22.3)  ( 124,870  △   9.3]  [△ 0.6         

⑤ 外 国 法 人 等 1,812,440 29.1)  ( 1,624,171 29.6)  ( 188,268  △   10.4]  [△ 0.5         

⑥ 個 人 ・ そ の 他 1,069,581 17.2)  ( 904,115 16.5)  ( 165,466  △   15.5]  [△ 0.7     △  

（注）１．信託銀行については、国内機関投資家からのカストディアンとしての受託分を含む。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載のとおり、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

          公的年金の運用分については含まれていない。

      ３．上場会社の自己名義分は、各社が属する投資部門に含まれる。2019年度の自己名義分は、22兆1,550億円(保有比率4.04%)となっている。
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表４　投資部門別株式保有比率の推移（長期データ）
(単位：％）

政府･地方 金融機関 a.都銀・ b.信託銀行 c.生命保険 d.損害保険 e.その他の 証券会社 事業法人等 外国法人等 個人・

年度 公共団体 地銀等 投資信託 年金信託 会社 会社 金融機関 その他

1970 0.6 31.6 15.8   －      2.1   －      10.0 3.7 2.1 1.3 23.9 4.9 37.7

1975 0.4 35.5 19.0   －      2.2   －      10.2 4.4 2.0 1.4 27.0 3.6 32.1

1980 0.4 38.2 19.9   －      1.9 0.4 11.5 4.6 2.3 1.5 26.2 5.8 27.9

1985 0.3 39.8 20.9   －      1.7 0.8 12.3 4.1 2.4 1.9 28.8 7.0 22.3

1990 0.3 43.0 15.7 9.8 3.7 0.9 12.0 3.9 1.6 1.7 30.1 4.7 20.4

1995 0.3 41.1 15.1 10.3 2.2 1.8 11.1 3.6 1.0 1.4 27.2 10.5 19.5

1996 0.2 41.9 15.1 11.2 2.0 2.4 11.1 3.6 0.9 1.0 25.6 11.9 19.4

1997 0.2 42.1 14.8 12.4 1.6 3.8 10.6 3.5 0.9 0.7 24.6 13.4 19.0

1998 0.2 41.0 13.7 13.5 1.4 4.7 9.9 3.2 0.8 0.6 25.2 14.1 18.9

1999 0.1 36.5 11.3 13.6 2.2 5.0 8.1 2.6 0.9 0.8 26.0 18.6 18.0

2000 0.2 39.1 10.1 17.4 2.8 5.5 8.2 2.7 0.7 0.7 21.8 18.8 19.4

2001 0.2 39.4 8.7 19.9 3.3 6.0 7.5 2.7 0.7 0.7 21.8 18.3 19.7

2002 0.2 39.1 7.7 21.4 4.0 5.8 6.7 2.6 0.7 0.9 21.5 17.7 20.6

2003 0.2 34.5 5.9 19.6 3.7 4.5 5.7 2.4 0.9 1.2 21.8 21.8 20.5

2004 0.2 32.0 5.2 18.4 3.8 3.9 5.2 2.2 1.0 1.2 22.1 23.3 21.3

2005 0.2 30.9 4.7 18.0 4.3 3.5 5.1 2.1 1.0 1.4 21.3 26.3 19.9

2006 0.3 30.7 4.6 17.6 4.6 3.5 5.3 2.2 1.0 1.8 20.8 27.8 18.7

2007 0.4 30.5 4.7 17.3 4.8 3.5 5.4 2.2 0.9 1.5 21.4 27.4 18.7

2008 0.4 32.0 4.8 18.8 5.0 3.5 5.3 2.1 0.9 1.0 22.6 23.5 20.5

2009 0.3 30.6 4.3 18.4 4.7 3.4 5.0 2.0 0.9 1.6 21.3 26.0 20.1

2010 0.3 29.7 4.1 18.2 4.4 3.2 4.5 1.9 1.0 1.8 21.2 26.7 20.3

2011 0.3 29.4 3.9 18.6 4.5 3.0 4.3 1.8 0.8 2.0 21.6 26.3 20.4

2012 0.2 28.0 3.8 17.7 4.5 2.5 4.1 1.6 0.8 2.0 21.7 28.0 20.2

2013 0.2 26.7 3.6 17.2 4.8 2.1 3.7 1.4 0.7 2.3 21.3 30.8 18.7

2014 0.2 27.4 3.7 18.0 4.8 1.8 3.6 1.4 0.7 2.2 21.3 31.7 17.3

2015 0.1 27.9 3.7 18.8 5.6 1.5 3.4 1.3 0.7 2.1 22.6 29.8 17.5

2016 0.1 28.4 3.5 19.6 6.3 1.3 3.4 1.2 0.7 2.2 22.1 30.1 17.1

2017 0.1 28.7 3.3 20.4 7.2 1.2 3.2 1.1 0.7 2.0 21.9 30.3 17.0

2018 0.2 29.6 3.1 21.5 8.4 1.1 3.2 1.0 0.7 2.3 21.7 29.1 17.2

2019 0.1 29.5 2.9 21.7 8.7 1.0 3.2 1.0 0.7 2.0 22.3 29.6 16.5

最高(年度) 0.9(1986) 44.1(1988) 20.9(1985) 21.7(2019) 8.7(2019) 6.0(2001) 12.8(1986) 4.8(1979) 2.6(1987) 2.3(2018) 30.3(1987) 31.7(2014) 37.7(1970)

最低(年度) 0.1(1999) 26.7(2013) 2.9(2019) 7.3(1986) 1.4(1998) 0.4(1982) 3.2(2019) 1.0(2019) 0.7(2017) 0.6(1998) 20.8(2006) 2.7(1978) 16.5(2019)

（注）1.1985年度以前の信託銀行は、都銀・地銀等に含まれる。

      2.2004年度から2009年度まではJASDAQ証券取引所上場会社分を含み、2010年度以降は大阪証券取引所または東京証券取引所におけるJASDAQ市場分として含む。
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表５　海外投資家の売買動向 表６　外国法人等の業種別保有比率等の状況

＜５－１＞ 外国法人等業種別保有比率

年度 差引金額（億円） 2018年度(b) 2019年度(a)

2010 39,821               ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2011 2,062                医薬品 38.6 42.3 3.7          0.1      △  
2012 52,843               その他製品 34.4 37.0 2.6          5.9          
2013 95,387               精密機器 39.0 41.2 2.2          10.4         
2014 25,247               電気機器 38.2 40.1 1.9          3.3      △  
2015 51,025            △ 金属製品 23.6 25.2 1.6          16.7      △ 
2016 853                  機械 32.4 33.7 1.3          13.4      △ 
2017 6,255            △  サービス業 23.8 24.9 1.1          14.3      △ 
2018 56,313            △ 化学 31.0 31.8 0.8          9.2      △  
2019 9,346            △  鉄鋼 22.1 22.8 0.7          46.3      △ 

非鉄金属 28.4 28.6 0.2          26.2      △ 
＜５－２＞ 石油・石炭製品 31.6 31.7 0.1          28.5      △ 

年月 差引金額（億円） 情報・通信業 27.2 27.3 0.1          2.2          
2019.4 16,055               保険業 32.8 32.9 0.1          12.9      △ 

5 5,002            △  パルプ・紙 18.5 18.3 0.2      △  16.5      △ 
6 4,267            △  海運業 27.7 27.5 0.2      △  23.7      △ 
7 2,121            △  小売業 23.2 22.9 0.3      △  10.2      △ 
8 5,355            △  空運業 18.2 17.6 0.6      △  41.7      △ 
9 5,248            △  倉庫・運輸関連業 21.4 20.8 0.6      △  19.1      △ 
10 11,346               食料品 22.8 22.0 0.8      △  14.5      △ 
11 10,529               卸売業 26.8 25.9 0.9      △  14.5      △ 
12 1,196                証券、商品先物取引業 26.6 25.7 0.9      △  11.4      △ 

2020.1 2,820            △  繊維製品 22.5 21.5 1.0      △  23.9      △ 
2 1,676            △  陸運業 22.3 21.2 1.1      △  19.0      △ 
3 21,981            △ 建設業 26.6 25.4 1.2      △  18.5      △ 

合計     9,346            △  不動産業 31.3 30.0 1.3      △  24.3      △ 
その他金融業 30.1 28.0 2.1      △  13.9      △ 

(注)投資部門別株式売買状況における 銀行業 25.4 23.2 2.2      △  26.2      △ 
「海外投資家」の買金額－売金額 輸送用機器 27.7 25.3 2.4      △  17.8      △ 

電気・ガス業 24.6 22.2 2.4      △  19.8      △ 
ガラス・土石製品 25.1 22.6 2.5      △  26.5      △ 
鉱業 39.7 36.3 3.4      △  39.4      △ 
ゴム製品 24.9 21.5 3.4      △  23.6      △ 
水産・農林業 16.9 12.6 4.3      △  31.6      △ 
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 -11.8%

表７　個人の売買動向 表８　個人・その他の業種別保有比率等の状況

＜７－１＞ 個人・その他業種別保有比率

年度 差引金額（億円） 2018年度(b) 2019年度(a)

2010 13,787            △ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2011 6,076            △  水産・農林業 23.6 28.9 5.3          31.6      △ 
2012 13,841            △ 石油・石炭製品 15.2 18.6 3.4          28.5      △ 
2013 69,866            △ 陸運業 20.6 22.4 1.8          19.0      △ 
2014 65,473            △ 食料品 17.7 18.8 1.1          14.5      △ 
2015 21,689            △ 保険業 9.7 10.8 1.1          12.9      △ 
2016 46,054            △ 銀行業 14.6 15.5 0.9          26.2      △ 
2017 40,859            △ 繊維製品 22.2 23.0 0.8          23.9      △ 
2018 28,091            △ パルプ・紙 16.3 16.9 0.6          16.5      △ 
2019 18,963            △ その他金融業 9.0 9.6 0.6          13.9      △ 

鉱業 3.6 4.1 0.5          39.4      △ 
＜７－２＞ 非鉄金属 17.2 17.7 0.5          26.2      △ 

年月 差引金額（億円） 海運業 19.1 19.6 0.5          23.7      △ 
2019.4 9,158            △  倉庫・運輸関連業 16.8 17.3 0.5          19.1      △ 

5 5,000                証券、商品先物取引業 27.9 28.4 0.5          11.4      △ 
6 2,604            △  不動産業 13.0 13.5 0.5          24.3      △ 
7 836            △    ガラス・土石製品 16.4 16.8 0.4          26.5      △ 
8 1,326                鉄鋼 17.3 17.6 0.3          46.3      △ 
9 9,074            △  電気・ガス業 25.3 25.6 0.3          19.8      △ 
10 7,932            △  空運業 40.1 40.4 0.3          41.7      △ 
11 7,067            △  建設業 17.9 18.0 0.1          18.5      △ 
12 5,267            △  ゴム製品 16.1 16.2 0.1          23.6      △ 

2020.1 6,665                金属製品 21.0 21.1 0.1          16.7      △ 
2 1,529                卸売業 20.0 20.0 0.0          14.5      △ 
3 8,454                輸送用機器 11.0 10.6 0.4      △  17.8      △ 

合計     18,963            △ 小売業 26.1 25.4 0.7      △  10.2      △ 
電気機器 15.3 14.4 0.9      △  3.3      △  

(注)投資部門別株式売買状況における 精密機器 12.6 11.7 0.9      △  10.4         
「個人」の買金額－売金額 化学 14.9 13.8 1.1      △  9.2      △  

医薬品 13.8 12.7 1.1      △  0.1      △  
機械 15.3 14.2 1.1      △  13.4      △ 
サービス業 24.6 22.6 2.0      △  14.3      △ 
その他製品 14.6 12.5 2.1      △  5.9          
情報・通信業 19.1 16.2 2.9      △  2.2          
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 -11.8%

業種
保有比率増減
(ａ)-(ｂ)

業種別株価指数
騰落率

業種
保有比率増減
(ａ)-(ｂ)

業種別株価指数
騰落率
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表９　信託銀行の売買動向 表１０　信託銀行の業種別保有比率等の状況

＜９－１＞ 信託銀行業種別保有比率

年度 差引金額（億円） 2018年度(b) 2019年度(a)

2010 3,884                ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2011 9,060                保険業 22.2 25.1 2.9          12.9      △ 
2012 23,874            △ その他製品 22.0 23.7 1.7          5.9          
2013 17,910            △ 石油・石炭製品 22.6 23.9 1.3          28.5      △ 
2014 35,038               電気・ガス業 20.8 22.1 1.3          19.8      △ 
2015 33,789               鉱業 18.3 19.2 0.9          39.4      △ 
2016 7,983                医薬品 22.9 23.7 0.8          0.1      △  
2017 9,707                機械 23.6 24.4 0.8          13.4      △ 
2018 10,986               サービス業 18.4 19.2 0.8          14.3      △ 
2019 1,785                精密機器 27.0 27.7 0.7          10.4         

海運業 23.1 23.7 0.6          23.7      △ 
＜９－２＞ 繊維製品 19.8 20.3 0.5          23.9      △ 

年月 差引金額（億円） 電気機器 24.7 25.2 0.5          3.3      △  
2019.4 763                  証券、商品先物取引業 19.9 20.4 0.5          11.4      △ 

5 334            △    その他金融業 19.7 20.2 0.5          13.9      △ 
6 2,833                ガラス・土石製品 24.6 25.0 0.4          26.5      △ 
7 2,591                銀行業 20.5 20.8 0.3          26.2      △ 
8 46                   情報・通信業 16.2 16.4 0.2          2.2          
9 345            △    小売業 18.8 19.0 0.2          10.2      △ 
10 3,233            △  建設業 23.6 23.7 0.1          18.5      △ 
11 4,261            △  化学 24.2 24.3 0.1          9.2      △  
12 1,168                非鉄金属 27.3 27.4 0.1          26.2      △ 

2020.1 1,594            △  陸運業 23.6 23.7 0.1          19.0      △ 
2 3,281            △  輸送用機器 20.1 20.0 0.1      △  17.8      △ 
3 7,432                倉庫・運輸関連業 17.3 17.2 0.1      △  19.1      △ 

合計     1,785                食料品 21.2 21.0 0.2      △  14.5      △ 
不動産業 22.4 22.0 0.4      △  24.3      △ 

(注)投資部門別株式売買状況における 金属製品 20.2 19.3 0.9      △  16.7      △ 
「信託銀行」の買金額－売金額 パルプ・紙 23.3 22.2 1.1      △  16.5      △ 

卸売業 22.2 21.1 1.1      △  14.5      △ 
ゴム製品 23.3 22.1 1.2      △  23.6      △ 
水産・農林業 24.8 23.5 1.3      △  31.6      △ 
空運業 21.2 19.6 1.6      △  41.7      △ 
鉄鋼 20.3 17.8 2.5      △  46.3      △ 
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 -11.8%

表１１　事業法人等の売買動向

＜１１－１＞

年度 差引金額（億円）
2010 5,729                
2011 10,546               
2012 6,300                
2013 6,513                
2014 12,197               
2015 30,241               
2016 24,961               
2017 22,276               
2018 34,973               
2019 51,336               

＜１１－２＞
年月 差引金額（億円）
2019.4 910                  

5 8,171                
6 5,338                
7 6,074                
8 6,081                
9 857                  
10 2,598                
11 4,396                
12 3,549                

2020.1 4,441                
2 5,619                
3 3,296                

合計     51,336               

(注)投資部門別株式売買状況における

「事業法人・その他法人」の買金額－売金額

業種
保有比率増減
(ａ)-(ｂ)

業種別株価指数
騰落率
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表１２　投資単位引下げ等実施会社における個人株主数・株式保有比率

　　　　　（株式併合と売買単位引下げ、または株式分割と売買単位引上げを同時に実施した会社は除く）

(注) 当資料では投資単位の引下げ等の効果をみるために、2019年度調査においては、2018年度調査の対象となっていた会社でかつ、

各社の2018年度の決算期後から2019年度の決算期末までの間に投資単位の引下げ等を実施した会社を対象としている。

例えば、4月末決算会社ならば2018年4月末に既上場であり、2018年5月1日～2019年4月30日の間に実施した場合は対象となるが、

2019年5月1日～2020年3月31日の間に実施した場合は、2019年度調査においては対象外となる。

（1）1,000株から100株にくくり直した会社(3社）

個人株主数

コード 会　　　社　　　名 2018 2019 増減[増減率] 構成比増減 2018 2019 増減

人 構成比% 人 構成比% 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

2917 大森屋 1,400 95.2)( 1,684 95.7)( 284      20.3][   0.5 76.6 77.6 1.0     

7488 ヤガミ 149 66.5)( 166 68.6)( 17       11.4][   2.1 13.2 12.6 0.6  △ 

7760 ＩＭＶ 1,187 93.7)( 2,138 95.5)( 951      80.1][   1.8 60.6 63.8 3.2     

（2）1:1.5以上の株式分割実施会社（133社）
個人株主数

コード 会　　　社　　　名 (分割比率) 2018 2019 増減[増減率] 構成比増減 2018 2019 増減

人 構成比% 人 構成比% 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

1446 キャンディル (1:2) 1,470 95.7)( 6,555 98.5)( 5,085    345.9][  2.8 78.5 85.4 6.9     

1449 ＦＵＪＩジャパン (1:3) 333 98.2)( 223 95.3)( 110  △  33.0][ △ 2.9    △ 99.0 97.4 1.6  △ 

1739 シード平和 (1:2) 673 94.1)( 685 93.7)( 12       1.8][    0.4    △ 25.7 27.4 1.7     

1992 神田通信機 (1:3) 522 94.9)( 1,085 97.1)( 563      107.9][  2.2 77.9 77.1 0.8  △ 

2160 ジーエヌアイグループ (1:3) 12,739 97.8)( 12,160 97.7)( 579  △  4.5][ △ 0.1    △ 80.1 73.5 6.6  △ 

2173 博展 (1:2) 3,716 98.3)( 4,613 98.5)( 897      24.1][   0.2 46.5 48.5 2.0     

2216 カンロ (1:2) 1,953 94.4)( 4,381 97.8)( 2,428    124.3][  3.4 25.7 30.0 4.3     

2373 ケア２１ (1:2) 891 96.6)( 1,906 97.7)( 1,015    113.9][  1.1 46.9 48.9 2.0     

2471 エスプール (1:5) 2,512 96.4)( 4,473 95.8)( 1,961    78.1][   0.6    △ 52.4 44.1 8.3  △ 

2715 エレマテック (1:2) 2,349 91.8)( 2,645 92.5)( 296      12.6][   0.7 12.5 12.8 0.3     

2804 ブルドックソース (1:2) 6,213 96.5)( 9,788 97.5)( 3,575    57.5][   1.0 39.0 41.0 2.0     

3038 神戸物産 (1:2) 14,424 97.1)( 21,660 97.6)( 7,236    50.2][   0.5 26.7 27.4 0.7     

3073 ＤＤホールディングス (1:2) 8,767 98.0)( 12,765 98.0)( 3,998    45.6][   0.0 66.8 64.0 2.8  △ 

3075 銚子丸 (1:5) 5,798 98.5)( 6,576 98.4)( 778      13.4][   0.1    △ 64.3 64.3 0.0     

3139 ラクト・ジャパン (1:2) 1,506 91.6)( 2,268 93.3)( 762      50.6][   1.7 38.3 39.8 1.5     

3191 ジョイフル本田 (1:2) 6,821 96.2)( 11,552 97.5)( 4,731    69.4][   1.3 27.2 27.7 0.5     

3355 クリヤマホールディングス (1:2) 3,042 95.5)( 4,525 96.4)( 1,483    48.8][   0.9 39.5 44.1 4.6     

3359 ｃｏｔｔａ (1:3) 2,112 97.2)( 2,677 97.8)( 565      26.8][   0.6 61.9 65.2 3.3     

3392 デリカフーズホールディングス (1:2) 11,095 98.9)( 11,465 98.9)( 370      3.3][    0.0 74.9 75.3 0.4     

3418 バルニバービ (1:2) 4,809 98.4)( 6,587 98.7)( 1,778    37.0][   0.3 55.2 53.3 1.9  △ 

3457 ハウスドゥ (1:2) 6,539 96.9)( 6,850 97.5)( 311      4.8][    0.6 42.7 41.0 1.7  △ 

3458 シーアールイー (1:2) 3,023 95.5)( 6,044 97.9)( 3,021    99.9][   2.4 10.0 10.2 0.2     

3461 パルマ (1:2) 724 93.8)( 1,590 97.1)( 866      119.6][  3.3 25.9 34.1 8.2     

3484 テンポイノベーション (1:2) 1,757 95.1)( 23,052 99.2)( 21,295   1,212.0][ 4.1 19.6 29.9 10.3    

3541 農業総合研究所 (1:5) 1,933 96.8)( 2,766 96.5)( 833      43.1][   0.3    △ 54.0 47.2 6.8  △ 

3550 スタジオアタオ (1:2) 1,038 93.7)( 2,986 96.9)( 1,948    187.7][  3.2 43.3 52.0 8.7     

3559 ピーバンドットコム (1:2) 1,474 96.0)( 6,132 98.1)( 4,658    316.0][  2.1 47.6 44.7 2.9  △ 

3565 アセンテック (1:2) 1,516 95.9)( 1,422 94.4)( 94  △   6.2][ △ 1.5    △ 77.1 60.7 16.4  △

3566 ユニフォームネクスト (1:2) 499 92.9)( 553 92.5)( 54       10.8][   0.4    △ 56.4 58.4 2.0     

3623 ビリングシステム (1:2) 3,714 96.2)( 4,455 97.4)( 741      20.0][   1.2 46.9 54.5 7.6     

3633 ＧＭＯペパボ (1:2) 1,263 96.9)( 2,531 97.2)( 1,268    100.4][  0.3 18.7 24.5 5.8     

3665 エニグモ (1:2) 2,313 94.3)( 6,234 96.8)( 3,921    169.5][  2.5 28.2 34.8 6.6     

3671 ソフトマックス (1:3) 996 96.0)( 1,524 96.0)( 528      53.0][   0.0 53.9 51.1 2.8  △ 

3677 システム情報 (1:2) 5,044 98.1)( 8,458 98.1)( 3,414    67.7][   0.0 68.3 59.8 8.5  △ 

3694 オプティム (1:2) 2,837 96.4)( 4,034 95.5)( 1,197    42.2][   0.9    △ 74.8 74.1 0.7  △ 

3769 ＧＭＯペイメントゲートウェイ (1:2) 2,739 88.5)( 5,622 89.9)( 2,883    105.3][  1.4 6.3 6.1 0.2  △ 

3771 システムリサーチ (1:2) 2,447 95.6)( 3,308 96.5)( 861      35.2][   0.9 72.1 70.7 1.4  △ 

3772 ウェルス・マネジメント (1:2) 1,319 96.4)( 2,142 96.6)( 823      62.4][   0.2 39.1 39.6 0.5     

3830 ギガプライズ (1:2) 1,892 97.5)( 2,653 97.7)( 761      40.2][   0.2 28.6 26.7 1.9  △ 

3835 ｅＢＡＳＥ (1:2) 1,906 95.1)( 3,286 96.1)( 1,380    72.4][   1.0 71.8 69.2 2.6  △ 

3844 コムチュア (1:2) 4,850 95.9)( 4,401 95.3)( 449  △  9.3][ △ 0.6    △ 33.7 26.9 6.8  △ 

3849 日本テクノ・ラボ (1:2) 484 96.8)( 397 94.3)( 87  △   18.0][ △ 2.5    △ 85.0 80.2 4.8  △ 

3854 アイル (1:2) 1,861 97.5)( 1,814 96.2)( 47  △   2.5][ △ 1.3    △ 54.8 50.1 4.7  △ 

3915 テラスカイ (1:2) 1,219 93.2)( 5,991 97.8)( 4,772    391.5][  4.6 41.0 53.2 12.2    

3923 ラクス (1:2) 5,169 96.5)( 4,945 95.7)( 224  △  4.3][ △ 0.8    △ 78.7 78.2 0.5  △ 

3939 カナミックネットワーク (1:3) 2,145 95.2)( 2,772 95.9)( 627      29.2][   0.7 44.8 42.2 2.6  △ 

3940 ノムラシステムコーポレーション (1:2) 2,780 97.1)( 2,796 96.8)( 16       0.6][    0.3    △ 91.5 91.2 0.3  △ 

3962 チェンジ (1:2) 2,448 96.6)( 5,985 96.7)( 3,537    144.5][  0.1 83.5 76.1 7.4  △ 

3965 キャピタル・アセット・プランニング (1:2) 1,701 94.5)( 2,663 96.5)( 962      56.6][   2.0 41.0 47.1 6.1     

3968 セグエグループ (1:2) 2,013 96.6)( 2,095 95.9)( 82       4.1][    0.7    △ 60.9 59.7 1.2  △ 

3983 オロ (1:2) 2,243 95.5)( 1,433 90.6)( 810  △  36.1][ △ 4.9    △ 75.0 68.9 6.1  △ 

3985 テモナ (1:4) 1,014 95.1)( 3,075 96.9)( 2,061    203.3][  1.8 43.3 31.4 11.9  △

3990 ＵＵＵＭ (1:3) 3,963 96.6)( 10,707 97.5)( 6,744    170.2][  0.9 68.8 72.2 3.4     

3992 ニーズウェル (1:2) 1,734 96.8)( 2,276 96.2)( 542      31.3][   0.6    △ 52.2 46.0 6.2  △ 

3993 ＰＫＳＨＡ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ (1:2) 6,165 96.2)( 16,701 96.9)( 10,536   170.9][  0.7 64.5 62.1 2.4  △ 

4025 多木化学 (1:2) 2,535 87.1)( 3,088 89.2)( 553      21.8][   2.1 28.8 28.3 0.5  △ 

4248 竹本容器 (1:2) 4,446 97.7)( 11,545 98.9)( 7,099    159.7][  1.2 73.9 80.4 6.5     

4290 プレステージ・インターナショナル (1:2) 2,655 92.1)( 3,209 92.9)( 554      20.9][   0.8 9.7 9.2 0.5  △ 

4298 プロトコーポレーション (1:2) 6,347 96.2)( 4,636 94.9)( 1,711  △ 27.0][ △ 1.3    △ 20.9 15.4 5.5  △ 

個人株式保有比率

個人株式保有比率
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個人株主数

コード 会　　　社　　　名 (分割比率) 2018 2019 増減[増減率] 構成比増減 2018 2019 増減

人 構成比% 人 構成比% 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

個人株式保有比率

4307 野村総合研究所 (1:3) 10,068 92.3)( 12,136 92.3)( 2,068    20.5][   0.0 7.8 9.1 1.3     

4381 ビープラッツ (1:2) 848 93.4)( 1,555 96.2)( 707      83.4][   2.8 47.0 49.3 2.3     

4382 ＨＥＲＯＺ (1:2) 867 90.0)( 2,279 94.7)( 1,412    162.9][  4.7 80.9 80.9 0.0     

4389 プロパティデータバンク (1:3) 893 93.7)( 1,259 94.9)( 366      41.0][   1.2 44.6 45.0 0.4     

4394 エクスモーション (1:2) 1,079 95.5)( 1,319 95.9)( 240      22.2][   0.4 25.6 32.4 6.8     

4397 チームスピリット (1:2) 1,962 96.1)( 5,356 97.3)( 3,394    173.0][  1.2 50.7 55.2 4.5     

4420 イーソル (1:4) 1,533 94.9)( 2,338 95.2)( 805      52.5][   0.3 58.2 54.0 4.2  △ 

4428 シノプス (1:5) 674 92.5)( 1,014 93.5)( 340      50.4][   1.0 51.6 48.6 3.0  △ 

4429 リックソフト (1:2) 1,747 88.0)( 868 92.7)( 879  △  50.3][ △ 4.7 27.1 11.0 16.1  △

4435 カオナビ (1:2) 1,331 94.1)( 1,050 91.9)( 281  △  21.1][ △ 2.2    △ 45.8 41.6 4.2  △ 

4437 ｇｏｏｄｄａｙｓホールディングス (1:2) 883 94.4)( 646 94.0)( 237  △  26.8][ △ 0.4    △ 41.3 35.3 6.0  △ 

4534 持田製薬 (1:2) 4,449 91.2)( 5,692 92.7)( 1,243    27.9][   1.5 32.0 32.5 0.5     

4543 テルモ (1:2) 22,487 94.8)( 32,594 96.0)( 10,107   44.9][   1.2 6.9 7.0 0.1     

4553 東和薬品 (1:3) 2,980 90.4)( 4,416 92.8)( 1,436    48.2][   2.4 15.2 16.0 0.8     

4674 クレスコ (1:2) 2,367 94.2)( 3,022 94.8)( 655      27.7][   0.6 33.9 32.4 1.5  △ 

4718 早稲田アカデミー (1:2) 6,324 97.6)( 10,324 98.1)( 4,000    63.3][   0.5 27.0 29.9 2.9     

4769 インフォメーションクリエーティブ (1:2) 1,201 95.5)( 1,775 96.9)( 574      47.8][   1.4 60.1 60.6 0.5     

4820 イーエムシステムズ (1:2) 2,318 94.1)( 2,660 93.3)( 342      14.8][   0.8    △ 20.5 19.6 0.9  △ 

4920 日本色材工業研究所 (1:2) 524 92.1)( 870 93.6)( 346      66.0][   1.5 38.5 40.1 1.6     

5704 ＪＭＣ (1:2) 3,395 97.8)( 4,363 97.3)( 968      28.5][   0.5    △ 77.8 77.8 0.0     

6030 アドベンチャー (1:3) 773 90.9)( 2,465 95.5)( 1,692    218.9][  4.6 78.8 82.4 3.6     

6040 日本スキー場開発 (1:2) 1,410 96.0)( 2,557 97.7)( 1,147    81.3][   1.7 11.1 12.2 1.1     

6046 リンクバル (1:6) 445 89.2)( 3,445 97.0)( 3,000    674.2][  7.8 38.9 41.3 2.4     

6049 イトクロ (1:2) 702 85.3)( 1,144 90.1)( 442      63.0][   4.8 61.6 58.0 3.6  △ 

6095 メドピア (1:2) 2,136 97.0)( 4,904 97.7)( 2,768    129.6][  0.7 68.1 65.5 2.6  △ 

6096 レアジョブ (1:2)(1:2) 1,134 95.6)( 4,346 97.8)( 3,212    283.2][  2.2 55.4 55.3 0.1  △ 

6099 エラン (1:2) 4,009 96.5)( 5,760 96.5)( 1,751    43.7][   0.0 69.2 67.5 1.7  △ 

6164 太陽工機 (1:2) 1,352 95.5)( 1,785 95.8)( 433      32.0][   0.3 31.8 32.2 0.4     

6306 日工 (1:5) 1,949 87.5)( 7,495 95.9)( 5,546    284.6][  8.4 39.2 46.9 7.7     

6564 ミダック (1:3) 628 94.2)( 4,331 97.9)( 3,703    589.6][  3.7 48.9 54.6 5.7     

6569 日総工産 (1:2) 1,936 93.2)( 5,184 97.1)( 3,248    167.8][  3.9 18.2 28.0 9.8     

6572 ＲＰＡホールディングス (1:2) 5,307 97.1)( 11,990 97.7)( 6,683    125.9][  0.6 78.2 74.8 3.4  △ 

6577 ベストワンドットコム (1:2) 503 92.8)( 876 94.2)( 373      74.2][   1.4 75.0 78.1 3.1     

6578 エヌリンクス (1:3) 1,189 96.7)( 1,097 96.1)( 92  △   7.7][ △ 0.6    △ 65.6 58.9 6.7  △ 

6861 キーエンス (1:2) 6,763 80.3)( 9,478 84.3)( 2,715    40.1][   4.0 10.4 10.4 0.0     

6981 村田製作所 (1:3) 50,611 96.4)( 81,506 97.3)( 30,895   61.0][   0.9 9.4 9.8 0.4     

7033 マネジメントソリューションズ (1:3) 1,207 93.7)( 1,582 94.5)( 375      31.1][   0.8 53.7 48.0 5.7  △ 

7034 プロレド・パートナーズ (1:2) 1,013 92.3)( 671 88.9)( 342  △  33.8][ △ 3.4    △ 29.9 25.2 4.7  △ 

7036 イーエムネットジャパン (1:2) 643 93.2)( 415 90.0)( 228  △  35.5][ △ 3.2    △ 18.8 11.0 7.8  △ 

7037 テノ．ホールディングス (1:3) 967 94.7)( 1,542 96.1)( 575      59.5][   1.4 57.9 46.1 11.8  △

7038 フロンティア・マネジメント (1:2) 1,121 93.7)( 1,249 95.3)( 128      11.4][   1.6 84.9 85.0 0.1     

7039 ブリッジインターナショナル (1:2) 842 92.8)( 1,319 95.5)( 477      56.7][   2.7 69.3 68.5 0.8  △ 

7049 識学 (1:3) 1,296 93.7)( 2,779 97.3)( 1,483    114.4][  3.6 68.8 65.9 2.9  △ 

7060 ギークス (1:2) 1,267 93.6)( 2,844 96.9)( 1,577    124.5][  3.3 42.6 43.6 1.0     

7176 シンプレクス・ファイナンシャル・ホールディングス (1:10) 1 25.0)( 1 20.0)( 0        0.0][    5.0    △ 48.5 40.0 8.5  △ 

7199 プレミアグループ (1:2) 3,857 96.4)( 4,068 97.0)( 211      5.5][    0.6 31.2 27.8 3.4  △ 

7320 日本リビング保証 (1:3) 445 91.8)( 518 91.4)( 73       16.4][   0.4    △ 82.7 80.0 2.7  △ 

7323 アイペット損害保険 (1:2) 895 92.5)( 937 94.6)( 42       4.7][    2.1 10.6 10.6 0.0     

7453 良品計画 (1:10) 7,033 89.1)( 44,361 97.5)( 37,328   530.8][  8.4 6.1 11.6 5.5     

7508 Ｇ－７ホールディングス (1:2) 3,040 90.0)( 3,618 90.4)( 578      19.0][   0.4 55.7 47.4 8.3  △ 

7519 五洋インテックス (1:5) 1,362 93.8)( 1,678 94.9)( 316      23.2][   1.1 78.5 85.5 7.0     

7533 グリーンクロス (1:2) 1,726 97.8)( 1,660 97.5)( 66  △   3.8][ △ 0.3    △ 76.6 75.0 1.6  △ 

7564 ワークマン (1:2) 5,717 96.5)( 21,167 98.1)( 15,450   270.2][  1.6 41.7 42.7 1.0     

7595 アルゴグラフィックス (1:2) 2,293 91.7)( 2,389 91.3)( 96       4.2][    0.4    △ 19.3 17.4 1.9  △ 

7717 ブイ・テクノロジー (1:2) 6,146 93.9)( 8,676 95.6)( 2,530    41.2][   1.7 48.0 59.1 11.1    

7733 オリンパス (1:4) 20,534 95.1)( 33,517 96.3)( 12,983   63.2][   1.2 4.2 4.3 0.1     

8028 ファミリーマート (1:4) 9,175 87.8)( 14,282 91.2)( 5,107    55.7][   3.4 3.1 3.2 0.1     

8111 ゴールドウイン (1:2) 4,129 91.6)( 7,636 94.3)( 3,507    84.9][   2.7 16.7 16.8 0.1     

8141 新光商事 (1:2) 2,421 91.8)( 2,468 92.0)( 47       1.9][    0.2 21.6 20.3 1.3  △ 

9090 丸和運輸機関 (1:2) 2,159 91.8)( 3,978 95.3)( 1,819    84.3][   3.5 41.9 41.7 0.2  △ 

9130 共栄タンカー (1:2) 2,053 95.2)( 5,427 97.9)( 3,374    164.3][  2.7 26.2 28.3 2.1     

9266 一家ダイニングプロジェクト (1:2) 3,688 98.0)( 6,325 98.3)( 2,637    71.5][   0.3 63.8 67.5 3.7     

9273 コーア商事ホールディングス (1:3) 1,180 94.4)( 4,895 98.5)( 3,715    314.8][  4.1 93.6 95.7 2.1     

9416 ビジョン (1:3) 3,840 94.5)( 5,462 94.9)( 1,622    42.2][   0.4 37.0 35.5 1.5  △ 

9417 スマートバリュー (1:2) 4,122 97.4)( 3,955 97.2)( 167  △  4.1][ △ 0.2    △ 72.4 75.9 3.5     

9432 日本電信電話 (1:2) 629,449 98.8)( 627,207 98.8)( 2,242  △ 0.4][ △ 0.0 22.6 21.1 1.5  △ 

9450 ファイバーゲート (1:2) 1,685 95.8)( 3,719 97.3)( 2,034    120.7][  1.5 60.5 51.4 9.1  △ 

9628 燦ホールディングス (1:2) 3,277 94.0)( 3,353 94.0)( 76       2.3][    0.0 49.0 48.6 0.4  △ 

9682 ＤＴＳ (1:2) 4,521 93.6)( 5,195 94.3)( 674      14.9][   0.7 26.0 25.4 0.6  △ 

9716 乃村工藝社 (1:2) 4,354 91.9)( 7,956 94.6)( 3,602    82.7][   2.7 29.7 31.8 2.1     

9759 ＮＳＤ (1:2) 15,184 98.0)( 15,486 97.9)( 302      2.0][    0.1    △ 28.3 26.4 1.9  △ 

9882 イエローハット (1:2) 9,852 96.5)( 13,362 97.0)( 3,510    35.6][   0.5 20.1 20.0 0.1  △ 

9934 因幡電機産業 (1:2) 5,940 93.0)( 7,079 93.7)( 1,139    19.2][   0.7 30.7 30.6 0.1  △ 

9984 ソフトバンクグループ (1:2) 156,653 98.2)( 198,114 98.4)( 41,461   26.5][   0.2 28.5 29.4 0.9     
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参考－表１　所有者別株式数

年            度 2018 2019 増減[増減率] 持株比率増減

会　社　数 (社) 3,735 3,789 54 -

単元 ％ 単元 ％ 単元 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 3,299,128,946 100.0)  ( 3,333,380,109 100.0)  ( 34,251,163     1.0]  [   -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 6,123,383 0.2)  (   6,135,170 0.2)  (   11,787         0.2]  [   0.0           

② 金 融 機 関 878,224,694 26.6)  (  904,399,311 27.1)  (  26,174,617     3.0]  [   0.5           

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 98,751,880 3.0)  (   95,517,290 2.9)  (   3,234,590   △ 3.3]  [△ 0.1     △    

ｂ 信 託 銀 行 627,903,500 19.0)  (  654,702,272 19.6)  (  26,798,772     4.3]  [   0.6           

  (ａ+ｂのうち投資信託) 224,347,839 6.8)  (   240,995,312 7.2)  (   16,647,473     7.4]  [   0.4           

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 34,049,535 1.0)  (   32,240,554 1.0)  (   1,808,981   △ 5.3]  [△ 0.0           

ｃ 生 命 保 険 会 社 97,990,313 3.0)  (   98,901,976 3.0)  (   911,663        0.9]  [   0.0           

ｄ 損 害 保 険 会 社 29,617,264 0.9)  (   27,960,029 0.8)  (   1,657,235   △ 5.6]  [△ 0.1     △    

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 23,961,737 0.7)  (   27,317,744 0.8)  (   3,356,007      14.0]  [  0.1           

③ 証 券 会 社 90,506,907 2.7)  (   83,848,211 2.5)  (   6,658,696   △ 7.4]  [△ 0.2     △    

④ 事 業 法 人 等 786,191,529 23.8)  (  788,710,346 23.7)  (  2,518,817      0.3]  [   0.1     △    

⑤ 外 国 法 人 等 822,428,855 24.9)  (  815,042,412 24.5)  (  7,386,443   △ 0.9]  [△ 0.4     △    

⑥ 個 人 ・ そ の 他 715,653,578 21.7)  (  735,244,659 22.1)  (  19,591,081     2.7]  [   0.4           

（注）１．信託銀行については、国内機関投資家からのカストディアンとしての受託分を含む。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載の通り、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

       公的年金の運用分については含まれていない。

    　３．上場会社の自己名義分は、各社が属する所有者区分に含まれる。2019年度の自己名義株式は、114,790,548単元(構成比 3.44％)となっている。

参考－表２　所有者別持株比率の推移 (長期データ)
(単位：％）

政府･地方 金融機関 a.都銀・ b.信託銀行 c.生命保険 d.損害保険 e.その他の 証券会社 事業法人等 外国法人等 個人・

年度 公共団体 地銀等 投資信託 年金信託 会社 会社 金融機関 その他

1949 2.8 9.9 － － － － － － － 12.6 5.6 － 69.1

1950 3.1 12.6 － － － － － － － 11.9 11.0 － 61.3

1955 0.4 23.6 － － 4.1 － － － － 7.9 13.2 1.7 53.2

1960 0.2 30.6 － － 7.5 － － － － 3.7 17.8 1.3 46.3

1965 0.2 29.0 － － 5.6 － － － － 5.8 18.4 1.8 44.8

1970 0.2 32.3 15.4 － 1.4 － 11.1 4.0 1.8 1.2 23.1 3.2 39.9

1975 0.2 36.0 18.0 － 1.6 － 11.5 4.7 1.9 1.4 26.3 2.6 33.5

1980 0.2 38.8 19.2 － 1.5 0.4 12.5 4.9 2.2 1.7 26.0 4.0 29.2

1985 0.8 42.2 21.6 － 1.3 0.7 13.5 4.5 2.6 2.0 24.1 5.7 25.2

1986 0.9 43.5 16.1 7.1 1.8 0.9 13.3 4.4 2.6 2.5 24.5 4.7 23.9

1987 0.8 44.6 15.9 8.4 2.4 1.0 13.2 4.3 2.8 2.5 24.9 3.6 23.6

1988 0.7 45.6 16.3 9.9 3.1 1.0 13.1 4.2 2.1 2.5 24.9 4.0 22.4

1989 0.7 46.0 16.4 10.3 3.7 0.9 13.1 4.1 2.1 2.0 24.8 3.9 22.6

1990 0.6 45.2 16.4 9.8 3.6 0.9 13.2 4.1 1.8 1.7 25.2 4.2 23.1

1991 0.6 44.7 16.3 9.7 3.2 1.0 13.2 4.0 1.6 1.5 24.5 5.4 23.2

1992 0.6 44.5 16.2 10.0 3.2 1.1 13.0 4.0 1.3 1.2 24.4 5.5 23.9

1993 0.6 43.8 16.0 10.1 3.0 1.4 12.7 3.8 1.2 1.3 23.9 6.7 23.7

1994 0.7 43.5 15.9 10.6 2.6 1.6 12.2 3.7 1.1 1.1 23.8 7.4 23.5

1995 0.6 41.4 15.4 10.1 2.1 1.8 11.2 3.6 1.2 1.4 23.6 9.4 23.6

1996 0.5 41.3 15.1 10.8 2.0 2.3 10.9 3.4 1.0 1.1 23.8 9.8 23.6

1997 0.5 40.2 14.6 11.1 1.4 3.3 10.2 3.3 1.0 0.8 24.1 9.8 24.6

1998 0.5 39.3 14.0 11.7 1.2 3.8 9.4 3.2 1.0 0.7 24.1 10.0 25.4

1999 0.5 36.1 12.8 10.9 1.6 3.6 8.3 2.9 1.2 0.9 23.7 12.4 26.4

2000 0.4 37.0 11.5 14.3 2.2 4.3 7.6 2.8 0.8 0.8 22.3 13.2 26.3

2001 0.4 36.2 9.4 16.6 2.7 4.9 6.7 2.7 0.7 0.8 23.2 13.7 25.9

2002 0.3 34.1 7.0 18.5 3.4 5.0 5.6 2.4 0.7 0.9 24.8 16.5 23.4

2003 0.3 31.1 5.7 17.4 3.2 4.1 4.9 2.3 0.8 1.1 25.1 19.7 22.7

＊2004 0.1 17.6 2.7 9.9 2.2 2.1 2.6 1.2 1.2 0.8 18.4 15.0 48.1

＊2005 0.1 17.5 2.1 10.5 3.8 2.2 2.0 0.9 1.9 1.9 20.4 20.5 39.6

＊2006 0.2 23.3 3.5 13.6 3.9 2.7 3.6 1.6 1.0 1.8 23.8 24.6 26.4

2007 0.2 23.3 3.5 13.7 3.9 2.8 3.7 1.6 0.8 1.5 24.8 24.7 25.5

2008 0.2 25.5 3.6 15.8 4.1 3.0 3.8 1.5 0.8 1.0 25.2 21.5 26.6

2009 0.2 23.9 3.1 15.1 3.6 2.8 3.5 1.4 0.8 1.5 24.5 22.5 27.3

2010 0.2 22.5 2.8 14.6 3.3 2.7 3.1 1.3 0.7 1.8 24.3 22.2 29.1

2011 0.1 22.9 2.7 15.3 3.4 2.6 3.0 1.2 0.7 2.1 22.5 22.8 29.5

2012 0.2 23.8 2.9 15.7 3.7 2.4 3.1 1.2 0.9 2.3 23.3 24.3 26.2

2013 0.2 22.8 2.8 15.1 3.9 2.0 2.9 1.1 0.8 2.4 23.3 26.9 24.3

2014 0.2 23.8 3.0 16.1 4.0 1.7 2.9 1.1 0.7 2.5 23.1 28.0 22.4

2015 0.2 24.8 3.3 16.9 4.6 1.4 2.8 1.0 0.7 2.3 24.3 26.7 21.7

2016 0.2 25.6 3.2 17.7 5.2 1.2 3.0 1.0 0.7 2.4 24.2 26.5 21.1

2017 0.2 26.2 3.1 18.4 6.0 1.1 3.0 1.0 0.7 2.3 23.7 26.6 21.0

2018 0.2 26.6 3.0 19.0 6.8 1.0 3.0 0.9 0.7 2.7 23.8 24.9 21.7

2019 0.2 27.1 2.9 19.6 7.2 1.0 3.0 0.8 0.8 2.5 23.7 24.5 22.1

最高(年度) 3.1(1950) 46.0(1989) 21.6(1985) 19.6(2019) 9.5(1963) 5.0(2002) 13.5(1985) 4.9(1980) 2.8(1987) 12.6(1949) 27.5(1973) 28.0(2014) 69.1(1949)

最低(年度) 0.1(2005) 9.9(1949) 2.1(2005) 7.1(1986) 1.0(1983) 0.4(1982) 2.0(2005) 0.8(2019) 0.7(2016) 0.7(1998) 5.6(1949) 1.2(1952) 21.0(2017)

（注）１．1985年度以降は単位数ベース。2001年度から単元数ベース。

      ２．1985年度以前の信託銀行は、都銀･地銀等に含まれる。

      ３．2004年度から2009年度まではJASDAQ証券取引所上場会社分を含み、2010年度以降は大阪証券取引所または東京証券取引所におけるJASDAQ市場分として含む。

 　　　＊2005年度調査まで調査対象会社となっていた（株）ライブドア（4753）が、大幅な株式分割の実施等により、2004年度調査から単元数が大幅に増加し、（株）ライブドア1社

         の単元数が集計対象会社全体の単元数の相当数を占めることとなったことから、2004年度から2006年度までは、その影響を受け大きく増減している項目がある。

a+ｂのうち
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【調査要綱】

１．調査対象

2020 年 3 月末現在において、東京、名古屋、福岡、札幌の 4 証券取引所に上場していた内国上場会社（3,817 社）の

うち、当該 4 取引所への新規上場日以降 2020 年 3 月 31 日までに決算期末日が到来していないため、上場後の株主の状

況を把握することができない会社等(28 社)を除く 3,789 社の 2019 年度（2019.4.1～2020.3.31）中に到来した最終決

算期末現在の上場普通株式。

２．データの取得方法

各調査対象上場会社の株主名簿等管理人（信託銀行等の証券事務代行機関）が、株主名簿の記載に従って、それぞれ

担当している会社のデータを本決算期ごとに集約し、当該データを調査対象上場会社を経由せずに、電子媒体を使って

直接提出を受けることで取得している。

３．調査内容の概要

(1)調査データの内容

各調査対象上場会社の株主について、株主名簿の記載に基づいて以下の所有者（投資家）属性に区分し、その株主

数及び持株数を単元数ベースにて調査する。

また、当該データを元に、市場全体の所有者別株主数の状況や所有者別株式数を市場価格で換算した投資部門別保

有金額・保有比率等の各種データについて集計を行う（注）。

①政府･地方公共団体：国・都道府県・市町村

②金 融 機 関：金融機関の内訳は下記のとおり

○都銀・地銀等：銀行法及び長期信用銀行法に規定する国内普通銀行

（ただし、2006 年度調査より長期信用銀行法に規定する国内普通銀行は無くなった）

○信 託 銀 行：社団法人信託協会加盟の信託銀行

○投 資 信 託：投信法（「投資信託及び投資法人に関する法律」）に規定する委託者の信託財産であって、信託

業務を営む銀行を名義人(受託者)とするもの

○年 金 信 託：厚生年金保険法に規定する厚生年金基金及び確定給付企業年金法・確定拠出年金法に規定する企

業年金のうち、信託業務を営む銀行を名義人(受託者)とするもの（ただし、公的年金の運用分は

含まない）

○生命保険会社：保険業法に規定する生命保険会社

○損害保険会社：保険業法に規定する損害保険会社

○その他の金融機関：上記以外の金融機関。具体的には、信用金庫、信用組合、労働金庫、農林系金融機関、

政府系金融機関、証券金融会社等

③証 券 会 社：金融商品取引法に規定する金融商品取引業者たる証券会社

④事業法人等：②及び③以外の法人格を有するすべての国内法人

⑤外国法人等：外国の法律に基づき設立された法人、外国の政府・地方公共団体及び法人格を有しない団体、並び

に居住の内外を問わず日本以外の国籍を有する個人

⑥個人･その他：居住の内外を問わず日本国籍の個人及び国内の法人格を有しない団体

（注） 本調査では「単元数ベース」と「市場価格ベース」という２通りの分析手法でデータを算出しているが、利用

者の混乱を避けることを主な目的として、「事業法人等」、「外国法人等」、「個人・その他」といった株主の

属性別の区分を、単元数ベースの調査資料においては「所有者別」、市場価格ベースの調査資料においては「投

資部門別」と、同一の区分でありながら異なった表現を用いている。また、各区分の持分の割合についても同様

に、単元数ベースでは「持株比率」、市場価格ベースでは「保有比率」と使い分けている。



(2)株主数及び単元数の集計時点並びに株主数の計算方法

本調査で使用している株主数及び単元数は、各調査対象会社の 2019 年度（2019.4.1～2020.3.31）中に到来した最

終決算期末現在の株主名簿に基づき算出した数値である。

また、株主数については、上場会社間の名寄せを行うことができないため、全社ベースの集計値の算出にあたって

は、各上場会社の株主数を単純に合算した「延べ人数」を用いている。そのため、1 人で 10 銘柄保有している株主

は、全社ベースの集計値において 10 名の株主としてカウントしている。

(3)投資部門別株式保有金額及び株式保有比率の計算方法

以下の①～④の手順で計算する。

① 各株主名簿等管理人から取得したデータに基き、調査対象上場会社ごとに決算期末現在の単元数ベースでの持

株比率を算出する。

② 調査対象上場会社ごとに算出した 2020 年 3 月末現在の時価総額（株価×上場株式数）に、①で算出した単元数

ベースでの持株比率を乗じることで、個別会社にかかる 2020 年 3 月末現在の投資部門ごとの株式保有金額を算

出する。

③  ②で算出した各社の投資部門ごとの株式保有金額について、調査対象全社分の合算を行い、全社の投資部門別

株式保有金額を算出する。

④  ③で算出した全社の投資部門別株式保有金額を、全社の時価総額で除することで市場全体の投資部門別株式保

有比率を算出する。

なお、上記②に記載のとおり、2020 年 3 月末現在の個別会社の投資部門別株式保有金額の計算において使用

している時価総額は、各調査対象会社にかかる 2020 年 3 月末時点の株価に基づいているが、持株比率について

は、それぞれの会社の調査対象となる決算期末時点のデータしか取得できないため、調査対象となる決算期が

2020 年 3 月末以外の会社については、2020 年 3 月末においても、調査対象の決算期末現在と同様の比率であっ

たとみなして計算を行っている。
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